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埼玉県西部地域を中心に事業を展開する中小企

業にとって、人手不足の深刻化や従業員の確保・

定着は、日々の経営に直結する最重要課題となっ

ています。少子高齢化の進行に伴い、求人を出し

ても応募が集まらない、採用してもすぐに離職し

てしまうといった声が、地域の中小企業から絶え

ず聞こえてきます。一方で、労働関係法令の改正

は年々頻繁となり、残業規制の強化や育児・介護

休業制度の改正、社会保険の適用拡大など、経営

者が把握すべき法律知識はますます複雑化してい

ます。こうした状況の中で、専門的な知識と経験

を持って企業の「ヒト」に関する問題を総合的に

支える国家資格者が「社会保険労務士」です。

社会保険労務士は、社会保険労務士法に基づく

国家資格者であり、「労働及び社会保険に関する

法令の円滑な実施と、申請書類等の適正な作成並

びに事業の健全な発達と労働者等の福祉の向上に

資すること」を使命としています。その業務は大

きく三つに分かれます。第一は、労働・社会保険

諸法令に基づく書類の作成や官公署への手続代行

（「1号業務」）です。雇用保険・健康保険・厚

生年金保険の加入手続や給付申請、労働基準監督

署・ハローワークへの各種届出などが代表例で、

これらの書類作成・提出は社会保険労務士の独占

業務として法律で定められています。第二は、就

業規則や賃金規程、時間外・休日労働協定届（い

わゆる36協定）など、労務管理上不可欠な帳簿書

類の作成（「 2号業務」）です。就業規則は常時

10人以上の従業員を使用する事業場では法律上の

作成・届出義務があり、その内容の適正さが職

場秩序の維持や労使トラブルの予防に直結しま

す。第三は、労務管理や社会保険に関する相

談・指導（「 3 号業務」）であり、経営者や人

事担当者からの日々の疑問や問題解決に応じる

コンサルティング業務です。近年は、ハラスメ

ント対策・メンタルヘルス対応・職場環境改

善・人事評価制度の構築といった分野でも活躍

の場が大きく広がっています。「ヒト・モノ・

カネ」の経営資源のうち「ヒト」に特化した総

合的な経営パートナーとして、現在、全国には

約 4万 7千人（埼玉県内には約 3千人）の社会

保険労務士が登録し、皆様の身近なところで地

域企業を支えています。

埼玉働き方改革推進支援センターは、こうし

た社会保険労務士等の専門家が結集し、地域企

業の働き方改革を総合的に支援するために厚生

労働省が設置したワンストップの無料相談窓口

です。労働時間管理の見直しや就業規則の整備、

同一労働同一賃金への対応、各種助成金の活用

などについて、個々の企業の状況に応じた具体

的な助言を行っています。出張相談や訪問コン

サルティングにも対応しており、日々の業務に

忙しい経営者の方にも気軽にご利用いただける

体制を整えています。

所沢・飯能・狭山・入間・日高といった地域

には、製造業・建設業・サービス業など多様な

業種が集積しており、それぞれ固有の人材課題

を抱えています。技能人材の確保や従業員の高

齢化への対応、繁閑差に応じた柔軟な労働時間

管理、パートタイム・有期労働者との均衡待遇

といった問題は、業種や規模を問わず共通の悩

みです。また、2024年 4 月から建設業・運輸

業においても時間外労働の上限規制が適用され

る等、法改正への対応を迫られている企業も少

なくありません。当センターでは、訪問コンサ

ルティングを通じて企業一社一社の実態を丁寧

に把握し、現場で無理なく実行できる改善策を

段階的に提案・支援しています。

こうした取組をより実効的なものとするため

には、地域金融機関との連携が不可欠です。金

融機関の皆様からのご紹介により、これまで支

援が届きにくかった小規模事業者にもアプロー

チすることが可能となります。また、経営改善

や事業承継支援と働き方改革を一体的に捉える

ことで、従業員の定着・育成と経営基盤の強化

を同時に実現する、より実効性の高い支援へと

発展させることができます。信用金庫ならでは

の経営者との深い信頼関係を活かした橋渡しを

いただくことで、当センターの支援も格段に深

まります。企業の持続的な成長と地域の雇用安

定に向けて、ぜひ積極的なご連携をお願い申し

上げます。

地域に根差した企業が長く発展し続けるため

には、「人」への投資が欠かせません。働き方

改革は、職場環境を整え、従業員が意欲を持っ

て長く活躍できる基盤を構築する重要な取組で

あり、そこに社会保険労務士の専門知識が最大

限に力を発揮します。飯能信用金庫の皆様と当

センターが力を合わせ、地域企業一社一社に寄

り添った支援を積み重ねていくことが、地域経

済全体の活力向上につながるものと確信してい

ます。今後とも現場に寄り添う実践的な支援に

全力で取り組んでまいります。どうぞお気軽に

ご相談ください。

埼玉働き方改革推進支援センター
センター長

こ い け まさる

小 池 　賢 氏　
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